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 Ⅴ-1 説明書  

  Ⅴ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

   Ⅴ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

    Ⅴ-1-1-5-8 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施

設）） 

     Ⅴ-1-1-5-8-4 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属

施設（非常用取水設備）） 

 

     

 Ⅴ-5 図面  

9.6 非常用取水設備 

    ・第 9-6-1-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備の配置を明示した 

     図面 

    ・第 9-6-2-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構造 

     図 海水貯留堰（その 1） 

    ・第 9-6-2-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構造 

     図 海水貯留堰（その 2） 

    ・第 9-6-2-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構造 

     図 非常用取水設備（その 1） 

    ・第 9-6-2-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構造 

     図 非常用取水設備（その 2） 

    ・第 9-6-2-5-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構 

     造図 補機冷却用海水取水槽(A） 

    ・第 9-6-2-5-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構 

     造図 補機冷却用海水取水槽(B） 

    ・第 9-6-2-5-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 取水設備の構 

     造図 補機冷却用海水取水槽(C） 
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Ⅴ-1-1-5-8-4 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用

原子炉の附属施設（非常用取水設備））
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名   称 
海水貯留堰 

（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 海水貯留堰は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子炉補機冷却海

水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する海水貯留堰の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する海水貯留堰の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水取水

用）による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 

海水貯留堰は，その他発電用原子炉の附属施設のうち，浸水防護施設の津波防護施設と兼用

する。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する海水貯留堰の容量は，基準津波による引き波時において，

海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補機冷却海水ポ

ンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補機冷却用海水

取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。海水面が海水

貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，最大の約 16

分間＊1 にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合においても必要

な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 7 号機または 6 号機の重大事故等時に使用する海水貯留堰の容量は，設計基準対象施設の使

用時と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3 を確保できる設計と

する。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス
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クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 

 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 海水貯留堰は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポンプの水路と

して，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数である 1 個設置す

る。 

 海水貯留堰は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 
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名   称 
海水貯留堰 

（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(10000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 海水貯留堰（6 号機設備）は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原

子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な

海水を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する海水貯留堰（6 号機設備）の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送

水車（海水取水用）による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する海水貯留堰（6号機設備）の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 

海水貯留堰（6 号機設備）は，その他発電用原子炉の附属施設のうち，浸水防護施設の津波

防護施設と兼用する。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する海水貯留堰（6 号機設備）の容量は，基準津波による引き

波時において，海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った

場合でも原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が継続して取水可能な容量として，海水貯

留堰（6 号機設備），スクリーン室（6 号機設備），取水路（6 号機設備），補機冷却用海水取水

路（6 号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6 号機設備）を合わせた容量とし

て設定する。海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間

として想定される時間のうち，最大の約 16分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機

設備）が全個（6 個）運転を継続した場合においても必要な水量である 2880m3を確保できる設

計＊2とする。 

 7 号機または 6号機の重大事故等時に使用する海水貯留堰（6号機設備）の容量は，設計基準

対象施設の使用時と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3 を確保

できる設計とする。 
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 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）が全個（6個）運転を継続した

場合においても必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰（6号機設備）天端高

さ（T.M.S.L.－3500mm）から原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）の設計取水可能水位

（T.M.S.L.－5240mm）の水深と海水貯留堰（6号機設備），スクリーン室（6号機設備）及び取

水路（6 号機設備）の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量（海水貯留堰（6

号機設備）:6567m3，スクリーン室（6 号機設備）:1500m3 及び取水路（6 号機設備）:2014m3）

である 10000m3 とする。なお，有効貯留容量の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路（6

号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6号機設備）の各区間における容量を考

慮していない。 

 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 10000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)            ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 海水貯留堰（6 号機設備）は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水

ポンプ（6 号機設備）の水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するの

に必要な個数である 1個設置する。 

 海水貯留堰（6 号機設備）は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等

対処設備として使用する。 
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名   称 
スクリーン室 

（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 スクリーン室は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子炉補機冷却

海水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

するスクリーン室の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

するスクリーン室の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水取

水用）による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用するスクリーン室の容量は，基準津波による引き波時において，

海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補機冷却海水ポ

ンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補機冷却用海水

取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。海水面が海水

貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，最大の約 16

分間＊1 にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合においても必要

な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 7 号機または 6 号機の重大事故等時に使用するスクリーン室の容量は，設計基準対象施設の

使用時と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3 を確保できる設計

とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間
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における容量を考慮していない。 

 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 スクリーン室は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポンプの水路

として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数である 1個設置

する。 

 スクリーン室は，設計基準対象施設として 1個設置しているものを重大事故等対処設備とし

て使用する。 
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名   称 
スクリーン室 

（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(10000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 スクリーン室（6 号機設備）は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，

原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要

な海水を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

するスクリーン室（6 号機設備）の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量

送水車（海水取水用）による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

するスクリーン室（6 号機施設）の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じであ

る。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用するスクリーン室（6 号機設備）の容量は，基準津波による引

き波時において，海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回っ

た場合でも原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が継続して取水可能な容量として，海水

貯留堰（6 号機設備），スクリーン室（6 号機設備），取水路（6 号機設備），補機冷却用海水取

水路（6号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6 号機設備）を合わせた容量と

して設定する。海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時

間として想定される時間のうち，最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプ（6号

機設備）が全個（6 個）運転を継続した場合においても必要な水量である 2880m3を確保できる

設計＊2とする。 

 7 号機または 6号機の重大事故等時に使用するスクリーン室（6号機設備）の容量は，設計基

準対象施設の使用時と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3 を確

保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）が全個（6個）運転を継続した

場合においても必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰（6号機設備）天端高
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さ（T.M.S.L.－3500mm）から原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）の設計取水可能水位

（T.M.S.L.－5240mm）の水深と海水貯留堰（6号機設備），スクリーン室（6号機設備）及び取

水路（6 号機設備）の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量（海水貯留堰（6

号機設備）:6567m3，スクリーン室（6 号機設備）:1500m3 及び取水路（6 号機設備）:2014m3）

である 10000m3 とする。なお，有効貯留容量の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路（6

号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6号機設備）の各区間における容量を考

慮していない。 

 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 10000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)            ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 スクリーン室（6 号機設備）は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海

水ポンプ（6 号機設備）の水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水する

のに必要な個数である 1個設置する。 

 スクリーン室（6 号機設備）は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故

等対処設備として使用する。 
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名   称 
取水路 

（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 取水路は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子炉補機冷却海水ポ

ンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する取水路の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する取水路の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水取水用）

による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する取水路の容量は，基準津波による引き波時において，海水

面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補機冷却海水ポンプ

が継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水

路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。海水面が海水貯留

堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，最大の約 16分間

＊1 にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合においても必要な水

量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 7 号機または 6 号機の重大事故等時に使用する取水路の容量は，設計基準対象施設の使用時

と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3を確保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 
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Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 取水路は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポンプの水路として，

津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数である 1個設置する。 

 取水路は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等対処設備として使用

する。 
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名   称 
取水路 

（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 m3 2880 以上(10000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 取水路（6 号機設備）は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子炉

補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水

を確保できる設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する取水路（6 号機設備）の機能は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車

（海水取水用）による発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設計とする。 

 6 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する取水路（6号機設備）の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する取水路（6 号機設備）の容量は，基準津波による引き波時

において，海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合

でも原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）が継続して取水可能な容量として，海水貯留堰

（6 号機設備），スクリーン室（6号機設備），取水路（6号機設備），補機冷却用海水取水路（6

号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6号機設備）を合わせた容量として設定

する。海水面が海水貯留堰（6 号機設備）天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として

想定される時間のうち，最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）

が全個（6 個）運転を継続した場合においても必要な水量である 2880m3を確保できる設計＊2と

する。 

 7 号機または 6号機の重大事故等時に使用する取水路（6号機設備）の容量は，設計基準対象

施設の使用時と同等以下であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3 を確保でき

る設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）が全個（6個）運転を継続した

場合においても必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰（6号機設備）天端高

さ（T.M.S.L.－3500mm）から原子炉補機冷却海水ポンプ（6 号機設備）の設計取水可能水位
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（T.M.S.L.－5240mm）の水深と海水貯留堰（6号機設備），スクリーン室（6号機設備）及び取

水路（6 号機設備）の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量（海水貯留堰（6

号機設備）:6567m3，スクリーン室（6 号機設備）:1500m3 及び取水路（6 号機設備）:2014m3）

である 10000m3 とする。なお，有効貯留容量の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路（6

号機設備）及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)（6号機設備）の各区間における容量を考

慮していない。 

 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 10000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)            ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ（6号機設備）運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 取水路（6 号機設備）は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポン

プ（6 号機設備）の水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必

要な個数である 1個設置する。 

 取水路（6 号機設備）は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等対処

設備として使用する。 
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名   称 補機冷却用海水取水路 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 補機冷却用海水取水路は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子炉

補機冷却海水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる設

計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する補機冷却用海水取水路の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

 

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する補機冷却用海水取水路の容量は，基準津波による引き波時

において，海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補機

冷却海水ポンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補機

冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。海

水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，

最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6個）運転を継続した場合にお

いても必要な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 重大事故等時に使用する補機冷却用海水取水路の容量は，設計基準対象施設の使用時と同等

であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3を確保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 

 

 



 
 

14 

K
7
 
①
 Ｖ

-
1-
1
-
5-
8
-
4 
R
0 

Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 補機冷却用海水取水路は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポン

プの水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数である

1個設置する。 

 補機冷却用海水取水路は，設計基準対象施設として 1 個設置しているものを重大事故等対処

設備として使用する。 
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名   称 補機冷却用海水取水槽(A) 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 補機冷却用海水取水槽(A)は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子

炉補機冷却海水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる

設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する補機冷却用海水取水槽(A)の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

  

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する補機冷却用海水取水槽(A)の容量は，基準津波による引き波

時において，海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補

機冷却海水ポンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補

機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。

海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，

最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6個）運転を継続した場合にお

いても必要な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 重大事故等時に使用する補機冷却用海水取水槽(A)の容量は，設計基準対象施設の使用時と同

等であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3を確保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 
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Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 補機冷却用海水取水槽(A)は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポ

ンプの水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数であ

る 1 個設置する。 

 補機冷却用海水取水槽(A)は，設計基準対象施設として 1個設置しているものを重大事故等対

処設備として使用する。 
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名   称 補機冷却用海水取水槽(B) 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 補機冷却用海水取水槽(B)は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子

炉補機冷却海水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる

設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する補機冷却用海水取水槽(B)の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

  

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する補機冷却用海水取水槽(B)の容量は，基準津波による引き波

時において，海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補

機冷却海水ポンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補

機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。

海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，

最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6個）運転を継続した場合にお

いても必要な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 重大事故等時に使用する補機冷却用海水取水槽(B)の容量は，設計基準対象施設の使用時と同

等であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3を確保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 
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Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 補機冷却用海水取水槽(B)は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポ

ンプの水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数であ

る 1 個設置する。 

 補機冷却用海水取水槽(B)は，設計基準対象施設として 1個設置しているものを重大事故等対

処設備として使用する。 
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名   称 補機冷却用海水取水槽(C) 

容 量 m3 2880 以上(8000) 

個 数 － 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

 補機冷却用海水取水槽(C)は，設計基準対象施設として基準津波による水位低下に対し，原子

炉補機冷却海水ポンプが機能維持でき，かつ，発電用原子炉の冷却に必要な海水を確保できる

設計とする。 

・重大事故等対処設備 

 7 号機の重大事故等時に，その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備として使用

する補機冷却用海水取水槽(C)の機能は，設計基準対象施設として使用する場合と同じである。 

  

1. 容量の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する補機冷却用海水取水槽(C)の容量は，基準津波による引き波

時において，海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回った場合でも原子炉補

機冷却海水ポンプが継続して取水可能な容量として，海水貯留堰，スクリーン室，取水路，補

機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)を合わせた容量として設定する。

海水面が海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）を下回る時間として想定される時間のうち，

最大の約 16 分間＊1にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6個）運転を継続した場合にお

いても必要な水量である 2880m3を確保できる設計＊2とする。 

 重大事故等時に使用する補機冷却用海水取水槽(C)の容量は，設計基準対象施設の使用時と同

等であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2880m3を確保できる設計とする。 

 

 公称値については，原子炉補機冷却海水ポンプが全個（6 個）運転を継続した場合において

も必要な水量である 2880m3を確保する＊2ため，海水貯留堰天端高さ（T.M.S.L.－3500mm）から

原子炉補機冷却海水ポンプの設計取水可能水位（T.M.S.L.－4920mm）の水深と海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路の各区間における対象面積を基に算出した有効貯留容量(海水貯留堰：

5306m3，スクリーン室：1224m3及び取水路：1500m3)である 8000m3とする。なお，有効貯留容量

の算出では，保守的に補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽(A)，(B)，(C)の各区間

における容量を考慮していない。 
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Ｖ＝Ｔ×(Ｑ／60)×ｎ＝16×（1800／60）×6 ＝ 2880(m3) ＜ 8000(m3) 

 Ｖ：容量(m3) 

 Ｔ：海水貯留堰天端高さを下回る時間(分)     ＝16 

 Ｑ：原子炉補機冷却海水ポンプ定格流量(m3/h/個)  ＝1800 

 ｎ：原子炉補機冷却海水ポンプ運転台数(個)    ＝6 

 

注記＊1： 保守的な評価として，6,7 号機のうち，引き波により海面が海水貯留堰の天端位置

を下回る時間が長い 7号機の値を適用。（図 1参照。） 

＊2： 詳細は，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」に記載する。 

 

2. 個数の設定根拠 

 補機冷却用海水取水槽(C)は，設計基準対象施設として海を水源とする原子炉補機冷却海水ポ

ンプの水路として，津波による引き波時においても必要な海水を取水するのに必要な個数であ

る 1 個設置する。 

 補機冷却用海水取水槽(C)は，設計基準対象施設として 1個設置しているものを重大事故等対

処設備として使用する。 
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図 1 補機冷却用海水取水槽水位の時刻歴波形（基準津波，下降側，海水貯留堰有り） 

 

14 分程度 7 分程度 

海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.-3500mm 

16 分程度 7 分程度 

海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.-3500mm 

6 号機補機冷却用海水取水槽 

7 号機補機冷却用海水取水槽 



7号機

原子炉建屋

6号機

原子炉建屋

7号機

タービン建屋
6号機

タービン建屋

補機冷却用海水取水路

海水貯留堰（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

取水路（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

補機冷却用海水取水槽(C)

スクリーン室（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

補機冷却用海水取水槽(B)

補機冷却用海水取水槽(A)

スクリーン室（重大事故等時のみ6,7号機共用）

海水貯留堰（重大事故等時のみ6,7号機共用）

取水路（重大事故等時のみ6,7号機共用）



（
た
て
）
3
9
49
8

（横）92289

海水貯留堰（重大事故等時のみ6,7号機共用）

海水貯留堰（重大事故等時のみ6,7号機共用）

（天端高さ）T.M.S.L. －3500

（
高
さ
）
2
0
0
0

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。

平　面　図

断面A～A
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第 9-6-2-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備  

取水設備の構造図 海水貯留堰（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

海水貯留堰（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 39498 －0mm 
港湾工事共通仕様書（（社）日本港湾協会，

平成 25 年 3 月） 

横 92289 －0mm 同上 

高さ 
2000 

（T.M.S.L.－3500） 

＋100mm 

－0mm 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 



（横）92643

（
た
て
）
3
95
04

海水貯留堰（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

海水貯留堰（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

（天端高さ）T.M.S.L. －3500

（
高

さ
）

2
0
0
0

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。

平　面　図

断面A～A
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第 9-6-2-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備  

取水設備の構造図 海水貯留堰（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

海水貯留堰（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 39504 －0mm 
港湾工事共通仕様書（（社）日本港湾協会，

平成 25 年 3 月） 

横 92643 －0mm 同上 

高さ 
2000 

（T.M.S.L.－3500） 

＋100mm 

－0mm 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 



（
た
て
：
北
側
）

21
73
8

（
横
）
4
5
5
0
0 （
横
：
北
側
）

1
3
6
5
0

（たて）
127350

（
高
さ
）

6
9
0
0

海水貯留堰

スクリーン室

（たて）
23100

（
た
て
：
南
側
）

22194

補機冷却用海水取水路

補機冷却用海水取水路

海水貯留堰

スクリーン室 取水路

取水路

（
横
：
南
側
）

1
7
9
0
0

（重大事故等時のみ6,7号機共用）

（重大事故等時のみ6,7号機共用） （重大事故等時のみ6,7号機共用）

（重大事故等時のみ6,7号機共用）

（重大事故等時のみ6,7号機共用） （重大事故等時のみ6,7号機共用）

（
横
：
短
辺
）
1
4
6
0
0

（
横
：
長
辺
）
4
5
5
0
0

（横）45500

（
高
さ
）

7
60
0

（
高
さ
：
北
側
）

3
20
0

（横：北側）13650

（
高
さ
：
南
側
）

3
20
0

（横：南側）17900

（横：短辺）14600

（横：長辺）45500

平　面　図

断面A～A

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。
注3：（高さ）は最大高さ（最大内法高さ）を示す。

断面B～B

断面C～C

断面D～D 断面E～E

断面B'～B'
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第 9-6-2-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備  

取水設備の構造図 非常用取水設備（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

スクリーン室（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 23100 － 規定しない 

横 45500 － 同上 

高さ 7600＊ － 同上 

 

取水路（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 127350 － 規定しない 

横 
長辺 45500 

短辺 14600 
－ 同上 

高さ 6900＊ － 同上 

 

補機冷却用海水取水路 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 
北側 21738 

南側 22194 
－ 規定しない 

横 
北側 13650 

南側 17900 
－ 同上 

高さ 
北側 3200＊ 

南側 3200＊ 
－ 同上 

注：主要寸法は公称値を示す。 

注記＊：最大高さ（最大内法高さ）を示す。 



（たて）
23100

（
横

）
4
5
5
0
0

（たて）
127350

（
高
さ

）
6
9
0
0

海水貯留堰

スクリーン室 取水路

スクリーン室 取水路

海水貯留堰

（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用） （6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）（6号機設備，重大事故等時のみ6,7号機共用）

（
横

：
短

辺
）

1
4
6
0
0

（
横

：
長

辺
）

4
5
5
0
0

（横）45500

（
高
さ
）

7
60
0

（横：長辺）45500

（横：短辺）14600

平　面　図

断面A～A

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。
注3：（高さ）は最大高さ（最大内法高
　　 さ）を示す。

断面B～B

断面C～C

断面B'～B'
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第 9-6-2-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備  

取水設備の構造図 非常用取水設備（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

スクリーン室（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 23100 － 規定しない 

横 45500 － 同上 

高さ 7600＊ － 同上 

 

取水路（6号機設備，重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 127350 － 規定しない 

横 
長辺 45500 

短辺 14600 
－ 同上 

高さ 6900＊ － 同上 

注：主要寸法は公称値を示す。 

注記＊：最大高さ（最大内法高さ）を示す。 
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第 9-6-2-5-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 

取水設備の構造図 補機冷却用海水取水槽（A） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

補機冷却用海水取水槽（A） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

奥行き 4750 ±40 ㎜ 当社基準 

幅 7300 ±40 ㎜ 同上 

高さ 12100* ±60 ㎜ 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 

注記＊：最大高さ（最大内法高さ）を示す。 
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第 9-6-2-5-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 

取水設備の構造図 補機冷却用海水取水槽（B） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

補機冷却用海水取水槽（B） 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

奥行き 4750 ±40 ㎜ 当社基準 

幅 7400 ±40 ㎜ 同上 

高さ 12100* ±60 ㎜ 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 

注記＊：最大高さ（最大内法高さ）を示す。 
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第 9-6-2-5-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用取水設備 

取水設備の構造図 補機冷却用海水取水槽（C） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

補機冷却用海水取水槽(C) 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

奥行き 4750 ±40 ㎜ 当社基準 

幅 6450 ±40 ㎜ 同上 

高さ 12100* ±60 ㎜ 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 

注記＊：最大高さ（最大内法高さ）を示す。 
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